
３．経済的自立の支援

（１）年金制度等による所得保障

　障害のある人に対する所得保障は、障害の
ある人の経済的自立を図る上で極めて重要な
役割を果たしており、障害基礎年金や障害厚
生（共済）年金の制度と、障害による特別の
負担に着目し、その負担の軽減を図るために
支給される各種手当制度がある。
　我が国は、国民皆年金体制が確立され、原
則としてすべての国民がいずれかの年金制度
に加入することとされている。これによって、
被保険者期間中の障害については障害基礎年
金や障害厚生（共済）年金が支給されるほか、
国民年金に加入する20歳より前に発した障害
についても障害基礎年金が支給されることか
ら、原則としてすべての障害のある成人が年
金を受給できることになり、年金は障害のあ
る人の所得保障において重要な役割を果たし
ている。
　年金制度は、全国民共通の基礎年金とサラ
リーマンや公務員に対し基礎年金の上乗せと
して厚生年金や共済年金が支給されるとい
う、いわゆる２階建ての体系がとられている。
　年金制度による障害のある人の所得保障に
ついては、昭和60年改正の際の障害福祉年金
から障害基礎年金への移行による大幅な年金
額の引上げや支給要件の改善など、これまで
着実にその充実が図られてきた。
　近年では、平成16年改正の際の障害を有し
ながら働いたことを年金制度上評価する仕組
みとしての障害基礎年金と老齢厚生年金等の

併給を可能とする障害年金の改善等が行われ
ているほか、平成23年４月からは、障害年金
受給者に対する、子や配偶者がいる場合の加
算の対象範囲が拡大されている。
　平成24年には、社会保障・税一体改革の一
環として、年金制度の枠外で、障害基礎年金
受給者等に対して、福祉的な給付金を支給す
る「年金生活者支援給付金の支給に関する法
律」が成立し、消費税の引上げと合わせて、
平成29年４月から実施される予定である。ま
た、平成25年には、障害基礎年金等の支給要
件の特例措置（直近１年間において保険料の
滞納がないこと）の延長が行われている。
　昭和60年の年金制度の改革に伴い、それま
で重度の障害のある人に対して支給されてい
た福祉手当についても見直しが行われ、特に
重度の障害のある人を対象とする特別障害者
手当と、障害基礎年金が支給されない重度の
障害のある児童に支給される障害児福祉手当
とに改編された。同時に、特別障害者手当の
支給額が福祉手当と比較してほぼ倍額に引き
上げられた。このほか、障害のある児童の父
母等に対しては、従来より、特別児童扶養手
当を支給している。
　これらの年金及び手当については、毎年物
価の変動等に合わせて支給額の改定が行われ
ている。
　また、「特定障害者に対する特別障害給付
金の支給に関する法律」により、平成３年度
前の国民年金任意加入対象であった学生や、
昭和61年度前の国民年金任意加入対象であっ
た被用者の配偶者のうち任意加入していな
かった間に障害を負ったことにより障害基礎

集団生活のなかで問題が明らかとなる場合があります。このため、保育所などにおいて的
確に気付き、保健指導につなげていくことが重要となりますが、一部の地方公共団体では、
５歳児を対象とした健康診査などを実施しているところもあります。鳥取県では、平成19年
度からすべての市町村において５歳児健康診査あるいは５歳児発達相談が行われています。
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年金を受給していない者について、上記に述
べたような国民年金制度の発展過程において
生じた特別な事情を踏まえ、特別障害給付金
の支給が行われている。

（２）個人財産の適切な管理の支援

　認知症の人、知的障害のある人、精神障害
のある人など、判断能力の不十分な人々の財
産管理の支援等に資する成年後見制度及び成

年後見登記制度について周知を図っている。
　また、都道府県・指定都市社会福祉協議会
等では、認知症高齢者、知的障害のある人、
精神障害のある人等のうち判断能力が十分で
ない方々の自立を支援するため、日常生活自
立支援事業において、福祉サービスの利用に
伴う預金の払い戻しや預け入れの手続等、利
用者の日常的な金銭管理に関する援助を行っ
ている。

■図表６-15　年金、手当及び給付金の額の推移
（単位：円）

平成11～14
年度

平成15
年度

平成16
年度

平成17
年度

平成18
年度

平成19
年度

平成20
年度

平成21
年度

平成22
年度

平成23
年度

平成24
年度

平成25
年度

平成26
年度

平成27
年度

障害基礎年金 （１級）
 （２級）

83,775
67,017

83,025
66,417

82,758
66,208

82,758
66,208

82,508
66,008

82,508
66,008

82,508
66,008

82,508
66,008

82,508
66,008

82,175
65,741

81,925
65,541

81,925
65,541

80,500
64,400

81,258
65,008

特別児童扶養手当 （１級）
 （２級）

51,550
34,330

51,100
34,030

50,900
33,900

50,900
33,900

50,750
33,800

50,750
33,800

50,750
33,800

50,750
33,800

50,750
33,800

50,550
33,670

50,400
33,570

50,400
33,570

49,900
33,230

51,100
34,030

特別障害者手当 26,860 26,620 26,520 26,520 26,440 26,440 26,440 26,440 26,440 26,340 26,260 26,260 26,000 26,620
障害児福祉手当 14,610 14,480 14,430 14,430 14,380 14,380 14,380 14,380 14,380 14,330 14,280 14,280 14,140 14,480
特別障害給付金 （１級）
 （２級）

50,000
40,000

50,000
40,000

49,850
39,880

50,000
40,000

50,700
40,560

50,000
40,000

49,650
39,720

49,500
39,600

49,500
39,600

49,700
39,760

51,050
40,840

資料：厚生労働省
（※）平成27年４月以降（６月支払い分以降）の年金額等は、0.9％引き上がる。
（※）平成27年４月以降（８月支払い分以降）の手当額は、2.4％引き上がる。

■図表６-14　障害年金のあらまし（平成27年度）

資料：厚生労働省
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